
事業年度

又は連結

事業年度

法 人 名①
旧定額法又は定額法による減価償却資産

の償却額の計算に関する明細書　　　　

別
表 
十 
六

(一)

法  0301－1601

資

産

区

分

取

得

価

額

帳

簿

価

額

当

期

分

の

普

通

償

却

限

度

額

等

当
期
分
の
償
却
限
度
額

差

引

償

却

超

過

額

特

別

償

却

不

足

額

平

成

19

年

３

月

31

日
以
前
取
得
分

平
成

19
年
４
月
１
日
以
後
取
得
分

特
別
償
却
又

は
割
増
償
却

に
よ
る
特
別

償
却
限
度
額

当
期
損
金

認

容

額

翌
期
へ
の
繰

越
額
の
内
訳

種 類

構 造

細 目

取 得 年 月 日

事業の用に供した年月

耐 用 年 数

取得価額又は製作価額

圧 縮 記 帳 に よ る
積 立 金 計 上 額
差 引 取 得 価 額
(7)- ( 8 )

償却額計算の対象となる
期末現在の帳簿記載金額

期末現在の積立金の額

積 立 金 の 期 中 取 崩 額

差 引 帳 簿 記 載 金 額
(10)－(11)－(12)

損金に計上した当期償却額

前期から繰り越した償却超過額

合 計
(13)+(14)+(15)

残 存 価 額

差引取得価額 × 5 %
( 9 ) x

5
100

(16)＞(18)

の場合

(16)≦(18)

の場合

旧定額法の償却額計
算の基礎となる金額
( 9 ) - ( 1 7 )

旧定額法の償却率

算 出 償 却 額
(19)×(20)

増 加 償 却 額
(2 1 )×割増率

計
((21)+(22))又は((16)-(18))

算 出 償 却 額
((18)-１円)× 60

定額法の償却額計算の基礎となる金額

(9)

定 額 法 の 償 却 率

算 出 償 却 額
(25)×(26)

増 加 償 却 額
(27)×割増率

計
(27)＋(28)

当期分の普通償却限度額等
(23)、(24)又は(29)
租税特別措置法
適 用 条 項

特別償却限度額

前期から繰り越した特別償却不
足額又は合併等特別償却不足額

合 計
(30)+(32)+(33)

当 期 償 却 額

償 却 不 足 額
(34)-(35)

償 却 超 過 額
(35)-(34)

前 期 か ら の 繰 越 額

償却不足によるもの

積 立 金 取 崩 し
に よ る も の

差引合計翌期への繰越額
(37)+(38)-(39)-(40)
翌期に繰り越すべき特別償却不足額
(((36)-(39))と((32)+(33))のうち少ない金額)

当期において切り捨てる特別償却

不足額又は合併等特別償却不足額

差 引 翌 期 へ の 繰 越 額
(42)-(43)

当 期 分 不 足 額

適格組織再編成により引き継ぐべき
合 併 等 特 別 償 却 不 足 額
(((36)-(39))と(32)のうち少ない金額)
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年 年 年 年 年

外 外 外 外 外円 円 円 円 円
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外 外 外 外 外

円 円 円 円 円

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

円 円 円 円 円

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )
外 外 外 外 外円 円 円 円 円

外 外 外 外 外

御 注 意
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こ

の
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に

は
、

減
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却

資

産

の
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用
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、

種

類

等
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び
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却

方

法
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異

な

る

ご

と

に

ま

と
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て

別

行

に

し

て
、

そ

の

合

計

額

を

記

載

で

き

ま

す

が
、

(1)

当

期

の

中

途

で

事

業

の

用

に

供

し

た

資

産

又

は

資

本

的

支

出
、

(2)

租

税

特

別

措

置

法

又

は

震

災

特

例

法

に

よ

る

特

別

償

却

の

規

定

の

適

用

を

受

け

る

資

産
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い

て

は
、

他

の

資

産

と

区

別

し

て

別

行

に

し

て
、

記

載

し

て

く

だ

さ

い
。

な

お
、

(1)

の
資
産

(2)

の

資

産

に

該

当

す

る

も

の

を

除

き

ま

す
。

の

34

欄

の

金

額

に

つ

い

て

は
、

耐

用

年

数
、

種

類

等

及

び

償

却

方

法

を

同

じ

く

す

る

他

の

資

産

の

金

額

と

通

算

し

て

36

欄

及

び

37

欄

の

金

額

を

記

載

で

き

ま

す
。

２

租

税

特

別

措
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法

又

は

震

災

特

例

法

に

よ

る

特

別
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却

の
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定

の

適

用

を

受

け

る
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合

に

は
、

特
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計

算
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。

平成27・ 4・ 1

平成28・ 3・31
ピーシーエー商事株式会社

平
二
十 
七
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
又
は
連
結
事
業
年
度
分

1/3

12

平  ・  ・  平  ・  ・  

建 物

鉄骨鉄筋ｺﾝ･鉄筋ｺﾝ
造
事務所･美術館用及
び左記以外

平成 5・ 7・31

平成 5・ 7

50

834,962,430

834,962,430

489,612,655

489,612,655

15,029,323

3,432,677

508,074,655

83,496,243

41,748,121

751,466,187

0.020

15,029,323

(21)+(22)
15,029,323

15,029,323
        条        項

15,029,323

15,029,323

3,432,677

3,432,677

建 物

鉄骨鉄筋ｺﾝ･鉄筋ｺﾝ
造
事務所･美術館用及
び左記以外

平成11・10・22

平成11・10

50

60,120,100

60,120,100

35,541,183

35,541,183

1,082,161

36,623,344

6,012,010

3,006,005

54,108,090

0.020

1,082,161

(21)+(22)
1,082,161

1,082,161
        条        項

1,082,161

1,082,161

資本的支出

建 物

鉄骨鉄筋ｺﾝ･鉄筋ｺﾝ
造
事務所･美術館用及
び左記以外

平成 7・ 8・31

平成 7・ 8

50

1,004,442,888

1,004,442,888

40,177,716

40,177,716

10,044,428

50,222,144

100,444,288

50,222,144

10,044,428

10,044,428
        条        項

10,044,428

10,044,428

次 葉 計

24,922,500

200,000

24,722,500

9,096,180

140,000

8,956,180

1,742,731

13,200

10,712,111

1,060,000

530,000

495,000

32,670

32,670

100,498

14,122,500

1,596,363

1,596,363

1,729,531
        条        項

1,729,531

1,742,731

13,200

13,200

26,400

合 計

1,924,447,918

200,000

1,924,247,918

574,427,734

140,000

574,287,734

27,898,643

3,445,877

605,632,254

191,012,541

95,506,270

806,069,277

16,144,154

16,144,154

10,144,926

14,122,500

1,596,363

1,596,363

27,885,443
        条        項

27,885,443

27,898,643

13,200

3,445,877

3,459,077
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旧定額法又は定額法による減価償却資産
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別
表 
十 
六

(一)

法  0301－1601

資

産

区

分

取

得

価

額

帳

簿

価

額

当

期

分

の

普

通

償

却

限

度

額

等

当
期
分
の
償
却
限
度
額

差

引

償

却

超

過

額

特

別

償

却

不

足

額

平

成

19

年

３

月

31

日
以
前
取
得
分

平
成

19
年
４
月
１
日
以
後
取
得
分

特
別
償
却
又

は
割
増
償
却

に
よ
る
特
別

償
却
限
度
額

当
期
損
金

認

容

額

翌
期
へ
の
繰

越
額
の
内
訳

種 類

構 造

細 目

取 得 年 月 日

事業の用に供した年月

耐 用 年 数

取得価額又は製作価額

圧 縮 記 帳 に よ る
積 立 金 計 上 額
差 引 取 得 価 額
(7)- ( 8 )

償却額計算の対象となる
期末現在の帳簿記載金額

期末現在の積立金の額

積 立 金 の 期 中 取 崩 額

差 引 帳 簿 記 載 金 額
(10)－(11)－(12)

損金に計上した当期償却額

前期から繰り越した償却超過額

合 計
(13)+(14)+(15)

残 存 価 額

差引取得価額 × 5 %
( 9 ) x

5
100

(16)＞(18)

の場合

(16)≦(18)

の場合

旧定額法の償却額計
算の基礎となる金額
( 9 ) - ( 1 7 )

旧定額法の償却率

算 出 償 却 額
(19)×(20)

増 加 償 却 額
(2 1 )×割増率

計
((21)+(22))又は((16)-(18))

算 出 償 却 額
((18)-１円)× 60

定額法の償却額計算の基礎となる金額

(9)

定 額 法 の 償 却 率

算 出 償 却 額
(25)×(26)

増 加 償 却 額
(27)×割増率

計
(27)＋(28)

当期分の普通償却限度額等
(23)、(24)又は(29)
租税特別措置法
適 用 条 項

特別償却限度額

前期から繰り越した特別償却不
足額又は合併等特別償却不足額

合 計
(30)+(32)+(33)

当 期 償 却 額

償 却 不 足 額
(34)-(35)

償 却 超 過 額
(35)-(34)

前 期 か ら の 繰 越 額

償却不足によるもの

積 立 金 取 崩 し
に よ る も の

差引合計翌期への繰越額
(37)+(38)-(39)-(40)
翌期に繰り越すべき特別償却不足額
(((36)-(39))と((32)+(33))のうち少ない金額)

当期において切り捨てる特別償却

不足額又は合併等特別償却不足額

差 引 翌 期 へ の 繰 越 額
(42)-(43)

当 期 分 不 足 額

適格組織再編成により引き継ぐべき
合 併 等 特 別 償 却 不 足 額
(((36)-(39))と(32)のうち少ない金額)
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又
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又
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受
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に
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、

記
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し
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く

だ

さ

い
。

な

お
、

(1)

の
資
産

(2)

の

資

産

に

該

当

す

る

も

の

を

除

き
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す
。

の
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の

金

額
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て

は
、

耐
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年

数
、

種

類

等
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方

法

を
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資
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額

と
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36

欄

及
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欄

の

金

額

を

記

載

で

き

ま

す
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２

租

税

特

別

措

置

法

又

は

震

災

特

例

法

に

よ

る

特

別

償

却

の
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の

適

用

を
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け
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合

に
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だ
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。

平成27・ 4・ 1

平成28・ 3・31
ピーシーエー商事株式会社

平
二
十 
七
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
又
は
連
結
事
業
年
度
分

次
葉
2/3

12

平  ・  ・  平  ・  ・  

建 物 附 属 設 備

可動間仕切り

その他のもの

平成12・ 8・31

平成12・ 8

15

750,000

200,000

550,000

179,100

140,000

39,100

45,870

13,200

98,170

55,000

27,500

495,000

0.066

32,670

(21)+(22)
32,670

32,670
        条        項

32,670

45,870

13,200

13,200

26,400

器 具 及 び 備 品

1 家具、電気機器等

事務机、事務いす及
びｷｬﾋﾞﾈｯﾄ

平成14・ 7・ 1

平成14・ 7

15

250,000

250,000

10,001

10,001

2,499

12,500

25,000

12,500

2,499

2,499
        条        項

2,499

2,499

器 具 及 び 備 品

1 家具、電気機器等

事務机、事務いす及
びｷｬﾋﾞﾈｯﾄ

平成15・ 7・30

平成15・ 7

8

9,800,000

9,800,000

98,004

98,004

97,999

196,003

980,000

490,000

97,999

97,999
        条        項

97,999

97,999

器 具 及 び 備 品

2 事務機器、通信機
器
複写機、計算機、金
銭登録機等

平成24・ 7・ 1

平成24・ 7

5

358,000

358,000

89,500

89,500

71,600

161,100

358,000

0.200

71,600

71,600

71,600
        条        項

71,600

71,600

車 両 運 搬 具

平成25・ 4・ 1

平成25・ 4

5

4,800,000

4,800,000

1,920,000

1,920,000

960,000

2,880,000

4,800,000

0.200

960,000

960,000

960,000
        条        項

960,000

960,000
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旧定額法又は定額法による減価償却資産

の償却額の計算に関する明細書　　　　
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(一)

法  0301－1601

資

産

区

分

取

得

価

額

帳

簿

価

額

当

期

分

の

普

通

償

却

限

度

額

等

当
期
分
の
償
却
限
度
額
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引

償

却

超

過

額

特

別

償

却

不

足

額

平

成

19

年

３

月

31

日
以
前
取
得
分

平
成

19
年
４
月
１
日
以
後
取
得
分

特
別
償
却
又

は
割
増
償
却

に
よ
る
特
別

償
却
限
度
額

当
期
損
金

認

容

額

翌
期
へ
の
繰

越
額
の
内
訳

種 類

構 造

細 目

取 得 年 月 日

事業の用に供した年月

耐 用 年 数

取得価額又は製作価額

圧 縮 記 帳 に よ る
積 立 金 計 上 額
差 引 取 得 価 額
(7)- ( 8 )

償却額計算の対象となる
期末現在の帳簿記載金額

期末現在の積立金の額

積 立 金 の 期 中 取 崩 額

差 引 帳 簿 記 載 金 額
(10)－(11)－(12)

損金に計上した当期償却額

前期から繰り越した償却超過額

合 計
(13)+(14)+(15)

残 存 価 額

差引取得価額 × 5 %
( 9 ) x

5
100

(16)＞(18)

の場合

(16)≦(18)

の場合

旧定額法の償却額計
算の基礎となる金額
( 9 ) - ( 1 7 )

旧定額法の償却率

算 出 償 却 額
(19)×(20)

増 加 償 却 額
(2 1 )×割増率

計
((21)+(22))又は((16)-(18))

算 出 償 却 額
((18)-１円)× 60

定額法の償却額計算の基礎となる金額

(9)

定 額 法 の 償 却 率

算 出 償 却 額
(25)×(26)

増 加 償 却 額
(27)×割増率

計
(27)＋(28)

当期分の普通償却限度額等
(23)、(24)又は(29)
租税特別措置法
適 用 条 項

特別償却限度額

前期から繰り越した特別償却不
足額又は合併等特別償却不足額

合 計
(30)+(32)+(33)

当 期 償 却 額

償 却 不 足 額
(34)-(35)

償 却 超 過 額
(35)-(34)

前 期 か ら の 繰 越 額

償却不足によるもの

積 立 金 取 崩 し
に よ る も の

差引合計翌期への繰越額
(37)+(38)-(39)-(40)
翌期に繰り越すべき特別償却不足額
(((36)-(39))と((32)+(33))のうち少ない金額)

当期において切り捨てる特別償却

不足額又は合併等特別償却不足額

差 引 翌 期 へ の 繰 越 額
(42)-(43)

当 期 分 不 足 額

適格組織再編成により引き継ぐべき
合 併 等 特 別 償 却 不 足 額
(((36)-(39))と(32)のうち少ない金額)

備考

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

年 年 年 年 年

外 外 外 外 外円 円 円 円 円

外△ 外△ 外△ 外△ 外△

外 外 外 外 外

円 円 円 円 円

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

円 円 円 円 円

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )
外 外 外 外 外円 円 円 円 円

外 外 外 外 外

御 注 意

１

こ

の

表 

に

は
、

減

価

償

却

資

産

の

耐

用

年

数
、

種

類

等

及

び

償

却

方

法

の

異

な

る

ご

と

に

ま

と

め

て

別

行

に

し

て
、

そ

の

合

計

額

を

記

載

で

き

ま

す

が
、

(1)

当

期

の

中

途

で

事

業

の

用

に

供

し

た

資

産

又

は

資

本

的

支

出
、

(2)

租

税

特

別

措

置

法

又

は

震

災

特

例

法

に

よ

る

特

別

償

却

の

規

定

の

適

用

を

受

け

る

資

産

に

つ

い

て

は
、

他

の

資

産

と

区

別

し

て

別

行

に

し

て
、

記

載

し

て

く

だ

さ

い
。

な

お
、

(1)

の
資
産

(2)

の

資

産

に

該

当

す

る

も

の

を

除

き

ま

す
。

の

34

欄

の

金

額

に

つ

い

て

は
、

耐

用

年

数
、

種

類

等

及

び

償

却

方

法

を

同

じ

く

す

る

他

の

資

産

の

金

額

と

通

算

し

て

36

欄

及

び

37

欄

の

金

額

を

記

載

で

き

ま

す
。

２

租

税

特

別

措

置

法

又

は

震

災

特

例

法

に

よ

る

特

別

償

却

の

規

定

の

適

用

を

受

け

る

場

合

に

は
、

特

別

償

却

限

度

額

の

計

算

に

関

す

る

付

表 

を

添

付

し

て

く

だ

さ

い
。

平成27・ 4・ 1

平成28・ 3・31
ピーシーエー商事株式会社

平
二
十 
七
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
又
は
連
結
事
業
年
度
分

次
葉
3/3

12

平  ・  ・  平  ・  ・  

電気通信事業用設備

国内電気通信事業用
設備

アナログ交換設備

平成24・ 6・ 7

平成24・ 6

16

8,964,500

8,964,500

6,799,575

6,799,575

564,763

7,364,338

8,964,500

0.063

564,763

564,763

564,763
        条        項

564,763

564,763

        条        項         条        項         条        項         条        項


